
（単位：千円）

番号 事 業 名 等 事 業 費 番号 事 業 名 等 事 業 費

7 世界盆栽大会事業 300

1 こども医療対策の充実 370,940 8 北小学校の耐震化 10,000

2 学校エアコンの整備 75,541 9 新教育ビジョンの策定 1,120

3 児童福祉施設の整備 288,679 10 体育施設の整備 113,756

4 ひとり親支援対策 12,776 11 北押原中学校の屋体改築 443,540

5 地域経済活性化対策 3,199,519

6 野生鳥獣対策 30,957 1 幼児教育・保育機能の充実 2,364,405

7 安全安心なまちづくり 107,169 2 公的病院への支援 20,000

8 農業基盤の整備 79,503 3 林道施設整備事業 41,924

9 道路関連事業 1,025,729 4 ふるさと納税の推進 4,647

《主な新規事業》 5 環境都市の推進 75,353

1 地域おこし協力隊 4,983 6 下水道管渠建設事業（雨水・汚水） 460,000

2 介護保険施設の整備 285,800 7 河川の維持管理 20,000

3 敬老事業 438 8 新鹿沼駅西土地区画整理事業 401,730

4 シルバーハウジング住宅の機能強化 5,824 9 学校施設の整備 213,841

5 いちご生産団地推進事業 4,500 10 英語教育の推進 32,400

6 農業機械導入補助事業 3,400

５ ．平成２８年度   主要事業一覧表

《重点事業》

《主な継続事業》



≪重点事業≫

国

県

市 債

そ の 他

一 般 財 源

審査支払等委託料 13,106 エアコン機器借上料 75,541 社会福祉施設等整備事業 高等職業訓練促進給付金 11,276
電算システム借上げ料等 4,716 いぬかい保育園整備支援 123,439 高等学校卒業程度認定試験合格支援金 600
医療扶助費 353,118 認定こども園整備支援 165,240 ファミリーサポートセンター利用支援 900

平成２８年度  主要事業一覧表
　　（単位：千円）

事業名
１．こども医療対策の充実 ２．学校エアコンの整備 ３．児童福祉施設の整備 ４．ひとり親支援対策

目 的 効 果 等

　こども医療費の窓口無料化を、現行
の未就学児までから中学３年生終了ま
でに拡大する。
　医療機関窓口において保険診療分
自己負担のない現物給付は、保護者
の医療費負担の不安を解消し、子ども
の病気の早期発見と治療を促進し、重
症化を防ぐ効果が期待される。
　また、助成申請の必要がなくなるた
め、忙しい子育て世代の負担の軽減
が図られる。

　学習環境の向上のため、すでに普通
教室等にエアコン設置済みの西中学
校・板荷中学校・中央小学校・粟野小
学校以外の学校に、リース方式により
エアコンの導入を行う。
　平成２８年度では、すべての中学校
（西中・板荷中を除く残り８校）にエアコ
ンを設置する。

　待機児童の解消を図るため、老朽化
したいぬかい保育園の近隣に民間保
育所を誘致し、多様化する保育需要に
対応する保育施設整備を支援する。
　また、子ども・子育て支援新制度に基
づく私立幼稚園の認定子ども園への
移行に伴う施設整備を支援し、保育の
量的拡大、教育・保育の質的改善を図
る。

　現在２年間を限度に給付している「高
等職業訓練促進給付金」を、看護学校
など訓練期間が３年間のケースについ
て１年間延長するとともに、高卒資格
がない方の安定した就業のため、高卒
認定試験の合格を目指し民間事業者
等の実施講座を受講し修了した方に
対し、受講費用の一部を助成する「高
等学校卒業程度認定試験合格支援
金」を給付する。
　また、ファミリーサポートセンター事業
を利用したひとり親家庭に対し、その
利用を助成し、経済的負担軽減を図
る。

  区  分 （ こども家庭課　） （ 教育総務課 ） （  子育て支援課　） （ こども家庭課／子育て支援課　）

事 業 費 370,940 75,541 288,679 12,776

67,500

事業内容

251,198 75,541 3,681 5,176

財
源
内
訳

217,498 7,600

119,742



≪重点事業≫

国

県

市 債

そ の 他

一 般 財 源

調査・資料作成等業務委託料 3,143 鳥獣被害対策実施隊員報酬 2,592 防犯カメラ新設 2,510 県営土地改良事業
ビジネスマッチ・展示交流会開催委託料 2,500 有害鳥獣捕獲報償金 13,260 LED防犯灯新設 2,590 　負担金（県営調査計画） 15,600
需用費 270 イノシシ・シカ個体数調整 800 LED防犯灯設置事業補助 19,500 団体営土地改良事業
経営指導委託料 288 電気柵等設置補助金 2,500 防火水槽設置工事 20,434 　委託費（換地等調整） 5,219
栃木県信用保証協会負担金 11,615 元気な森づくり推進交付金 5,250 小型簡易無線機購入 2,741 　委託費（設計測量） 3,000
利子補給 703 農政対策交付金 420 団車輌更新３台 29,292 　工事費（舗装） 26,990
信用保証料補助 78,000 地域対策交付金 1,380 救命胴衣３０着 102 県単農業農村整備事業
貸付金 3,103,000 獣害に強い集落づくり推進事業 100 防火衣一式更新 30,000 　委託費（設計測量） 2,900

林業獣害モデル事業 4,655 　工事費（舗装） 20,300
　負担金（水路改修） 5,494

平成２８年度  主要事業一覧表
　　（単位：千円）

事業名
５．地域経済活性化対策 ６．野生鳥獣対策 ７．安全安心なまちづくり ８．農業基盤の整備

目 的 効 果 等

　新たな雇用の創出等を図るため、さ
つきロード周辺地域への新産業団地
の整備を進め、基本計画案を策定し、
地元住民への説明会等を行う。
　ビジネスマッチや展示交流会等に出
展した経験のない企業の掘り起しを行
うとともに、それぞれの企業等が抱え
る課題解決のための情報提供等も併
せて行うことで、市内企業の経営基盤
や競争力の強化に寄与する。
　中小企業制度融資等による中小企
業者の経営基盤の強化と経営改善を
図る。

　野生鳥獣による農林産物等への被
害を軽減させるため、地域における捕
獲、防御、環境整備を進める。
　鳥獣被害対策実施隊を結成し、被害
の総合的な対策を行う。
　有害鳥獣捕獲報償金を交付し、捕獲
を推進するとともに、市による柵設置
補助金により、防御を推進する。
　とちぎの元気な森づくり推進交付金
による間伐・刈り払いを実施し、環境整
備を推進する。
　スギ・ヒノキの植栽地のシカ食害対策
として、捕獲を主とした林業獣害モデ
ル事業を行う。

　市民の安全で安心な暮らしやすいま
ちづくりのため、防犯カメラを新たに４
ケ所整備する。
　また省電力と二酸化炭素排出量削
減のため、LED防犯灯の新設及び既
設防犯灯のLED化事業を促進する。
　地域防災機能の強化に向け、防火
水槽の設置および消防団車輌の更新
を行うほか、小型簡易無線機等の消
防装備品の充実を図る。

　笹原田・引田地区の不整形で小面積
の農地を整備して大型機械が入る圃
場を確保し、また、永野・上奈良部・西
沢地区の農道を舗装して農作物の荷
痛み防止を図るとともに、老朽化した
南押原土地改良区管理の農業用施設
を更新して営農の継続を目指す。

  区  分 （ 産業振興課　） （ 林政課　） （  市民活動支援課／消防課／救急管理課　） （  農政課　）

事 業 費 3,199,519 30,957 107,169 79,503

33,104

35,200

事業内容

3,103,002 13,003

96,517 9,165 58,966 46,399

財
源
内
訳

21,792



≪重点事業≫ ≪主な新規事業≫

国 502,150

県 32,298

市 債 449,800

そ の 他

一 般 財 源 41,481
道路維持管理費 32,000 委員報酬 1,992 認知症高齢者グループホーム 81,600 95歳祝いの花束贈呈 438
道路整備事業費 722,279 活動経費 2,991 （2施設、36床） (146人×3,000円)
橋りょう維持管理費 85,000 小規模多機能型居宅介護施設 70,800
都市計画道路整備事業費 186,450 （2施設、18床）

地域密着型特別養護老人ホーム 133,400
（1施設、29床）

平成２８年度  主要事業一覧表
（単位：千円）

事業名
９．道路関連事業 １．地域おこし協力隊 ２．介護保険施設の整備 ３．敬老事業

438

  区  分 （ 土木課／維持課　） （  企画課　） （  介護保険課　） （  高齢福祉課　）

目 的 効 果 等

　市道５０４７号線（辰巳通り）の両側の歩
道整備により、歩行者の安全を確保する。
　都市計画道路は、南大通りの事業完了を
目指すとともに、JR鹿沼駅東側の整備を推
進し、都市骨格の形成と効率的な土地利
用の増進、円滑な交通を確保する。
　道路冠水対策については、市道００１７号
線の事業完了を目指すとともに、工業団地
内市道７０３８号線の詳細設計を行う。
　また、橋梁の長寿命化対策では、道路交
通の安全確保及び維持管理費用の縮減と
平準化を図る。

　都市地域等から本市へ生活の拠点
を移した者を「地域おこし協力隊員」と
して委嘱し、地域ブランドや地場産品
の開発・販売・ＰＲ等の地域おこし活動
をはじめ、起業・創業や伝統工芸・農
林業の「継業」など、まちづくりへ参画
しながら夢の実現を目指す活動を支援
することで、本市への定住・定着を図
る。
　平成２８年度の「地域おこし協力隊
員」は２名を募集する予定である。

　高齢者が住み慣れた地域で安心して
生活できるよう介護基盤の計画的整備
を促進し、もって地域の介護拠点づくり
を進めるとともに、日常生活圏域への
地域密着型サービスの整備促進を図
る。
　第６期介護保険事業計画に基づく地
域密着型特別養護老人ホーム等を整
備する事業者を公募し、選定された整
備事業者に対して建設及び開設準備
の補助を行うことにより、施設整備の
推進を図る。

　現行の長寿祝いの対象年齢である
90歳時及び100歳時に加え、95歳時に
おける祝い品の贈呈を行うことにより、
高齢者にとって長寿への励みとしてい
ただくとともに、市民の敬老精神の高
まりを目指す。

事 業 費 1,025,729 4,983 285,800

438

事業内容

285,800財
源
内
訳

4,983



≪主な新規事業≫

国

県

市 債

そ の 他

一 般 財 源

緊急通報運営委託 新規就農ＰＲ 300 コンバイン 出店ブース手数料 300
　設置費用 2,136 いちご生産団地兼研修施設 　15,000千円×2台×1/10 3,000
　運営費用 2,839 整備事業補助 4,200 色彩選別機
　撤去費用等 849 　4,000千円×1台×1/10 400

平成２８年度  主要事業一覧表
（単位：千円）

事業名
４．シルバーハウジング住宅の機能強化 ５．いちご生産団地推進事業 ６．農業機械導入補助事業 ７．世界盆栽大会事業

事 業 費 5,824 4,500 3,400 300

目 的 効 果 等

　日吉町南市営住宅の１５世帯及び県
営日吉住宅の１５世帯の合わせて３０
世帯において、高齢者の見守りを行う
ため設置している緊急通報設備を更
新し、緊急時に備えた安心できる生活
環境の確保を図る。

　イチゴやニラなどの施設園芸に関す
る新規就農者への新たな支援策とし
て、県・市・ＪＡが連携して新たな就農
支援システムを構築する。
　H２８年度は、有限会社農業生産法
人かぬまが主体となってイチゴの栽培
技術を習得するための「研修用ハウ
ス」を整備する事業に対して市が支援
し、組織的に研修を受け入れる体制を
構築する。

　水田経営の面積要件が満たせず、
農業機械の導入に県単補助事業を活
用できない営農集団に対し、市単独に
よる補助を創設し、地域農業を守る担
い手として支援を行う。

　世界盆栽大会が平成２９年４月にさ
いたま市で開催されるため、大会会場
に鹿沼市のブースを出展し、さつきや
その他鹿沼市が誇る特産品をＰＲして
鹿沼を世界にアピールし、今後の輸出
も含め産業振興を図る。

  区  分 （  高齢福祉課　） （ 農政課　） （  農政課　） （  農政課　）

1,459 150 3,400 300

事業内容

財
源
内
訳

1,455

2,910 4,350



≪主な新規事業≫

国

県

市 債

そ の 他

一 般 財 源

北小学校耐震補強基本設計委託 10,000 検討委員会委員謝礼 120 鹿沼運動公園 屋内運動場単価入替業務 500
印刷製本費 1,000 　テニスコート改修工事設計委託 5,832 屋内運動場改築工事監理業務 14,710

　テニスコート改修工事 102,924 屋内運動場改築工事 428,330
粟野Ｂ＆Ｇ海洋センター
　改修工事設計委託 5,000

56,300

54,378

3,078

平成２８年度  主要事業一覧表
（単位：千円）

事業名
８．北小学校の耐震化 ９．新教育ビジョンの策定 １０．体育施設の整備 １１．北押原中学校の屋体改築

目 的 効 果 等

　築８０年を超え、全国的にも稀有な大
規模木造建築である北小学校の校舎
は、耐震診断の結果がIw値０.２７であ
り、耐震補強が必要な状況にある。
　今後も校舎として使い続けるだけで
なく、「木のまちかぬま」のシンボルとな
る木造建築物として保存も含めた耐震
補強を行う。

　地域の実情に応じた教育、学術及び
文化の振興を総合的に推進するため、
新たな教育大綱となる教育ビジョンを
策定する。

　鹿沼市スポーツ施設整備計画に基
づき、老朽化した鹿沼運動公園テニス
コートを大規模改修や、粟野Ｂ＆Ｇ海
洋センターの改修工事設計委託など、
市民一人１スポーツを推進し市民の健
康増進を図る。

　北押原中学校屋内運動場は、築４０
年を超え老朽化が進んでおり、かつ、
生徒数に対して面積が小さいため、改
築工事を行い、耐震性及び良好な教
育環境を確保する。

443,540

  区  分 （ 教育総務課 ） （ 教育総務課／学校教育課 ） （ スポーツ振興課 ） （ 教育総務課 ）

事 業 費 10,000 1,120 113,756

10,000 1,120 16,567

事業内容

304,800

財
源
内
訳

122,173



≪主な継続事業≫

４．ふるさと納税の推進

国

県

市 債

そ の 他

一 般 財 源

民間保育園委託費 1,343,016 公的病院支援補助金 20,000 林道杓子沢見立線開設工事 特産品代 2,640
子育て支援センター委託 22,397 　　委託費（設計委託費） 1,924 役務費 2,007
病児・病後児保育委託 15,501 　　工事費（舗装・法面工） 35,000
休日保育委託 3,000 治山工事に伴う水路工事
施設型給付費負担金 134,889 　　加園地区・引田地区 5,000
地域型保育給付費負担金 157,531
民間保育所経営費補助 40,313
特別保育事業費 167,161
公立保育園運営費 315,629
私立幼稚園就園奨励事業費等 164,968

平成２８年度  主要事業一覧表
（単位：千円）

事業名
１．幼児教育・保育機能の充実 ２．公的病院への支援 ３．林道施設整備事業

目 的 効 果 等

　１人１人が健やかに成長することが
できる社会の実現を目指し、質の高い
幼児期の学校教育・保育の総合的な
提供、および、保育の量的拡大・確
保、教育・保育の質的改善、並びに、
地域の子ども子育て支援の充実を図
る。

　公的医療機関（上都賀総合病院）が
行う精神疾患及び認知症の患者に対
する医療体制を強化するための事業
を支援することにより、地域医療の充
実を図る。

　林道杓子沢見立線開設工事につい
ては、森林基盤を整備することにより、
効率の良い森林施業が可能になり、生
産性の向上と山間地域の活性化を図
る。
　治山事業に伴う水路工事について
は、県が土砂の流出防止のため治山
ダムを設置した、流末水路の整備を行
う。

　ふるさとかぬま寄附受入事業の推進
を図るとともに、寄附者に対し鹿沼の
特産品を「鹿沼まごころ便」として年２
回発送することにより、本市の魅力を
アピールし、産業の活性化につなげる
ことを目的とする。

  区  分 （ 子育て支援課　） （  健康課　） （  林政課　） （   産業振興課／財政課　）

事 業 費 2,364,405 20,000 41,924 4,647

369,308

4,647

事業内容

339,799 21,766

1,057,943 20,000 20,158

財
源
内
訳

597,355



≪主な継続事業≫

国

県

市 債

そ の 他

一 般 財 源

新エネルギー設備導入報奨金 雨水管渠の整備 240,000 極瀬川遊水池詳細設計委託 20,000 測量等　委託料 16,418
家庭用設備 14,000 千渡雨水第三調整池 120,000 街路築造等　工事費 255,030

千渡雨水第一幹線L=270ｍ 100,000 物件移転等補償金 125,800
大規模太陽光発電施設設置促進補助金 府中雨水幹線L=70ｍ 20,000 事務費 4,482

市内14か所の施設 39,968
汚水管等の整備 220,000

太陽光発電等設置工事・監理 各分区幹線及び面整備
板荷コミセン 21,385 L=2,400ｍ・ﾏﾝﾎ-ﾙﾎﾟﾝﾌﾟ1基

整備済区域汚水桝設置
100箇所

平成２８年度  主要事業一覧表
（単位：千円）

事業名
５．環境都市の推進 ６．下水道管渠建設事業（雨水・汚水） ７．河川の維持管理 ８．新鹿沼駅西土地区画整理事業

目 的 効 果 等

　新エネルギー設備導入報奨金及び
大規模太陽光発電施設設置促進補助
金については、新エネルギーの普及促
進及び地球温暖化対策に貢献する。
　 板荷コミュニティセンターへの太陽
光発電設備等の設置工事について
は、地震や台風、大雪等の災害時に
地域の避難所として必要な機能を維持
するための電力の確保を図る。

　雨水管渠の整備については、千渡雨
水第三調整池・千渡雨水第一幹線、府
中雨水幹線の建設を進め、千渡第一
排水区・千渡第二排水区、府中排水区
の浸水被害軽減を図る。
　汚水管等の整備については、北犬飼
分区・押原分区（新鹿沼駅西土地区画
整理事業区域）・日吉分区・千渡分区
（古峯原宮通り沿線）の幹線及び面整
備を進め、下水道計画区域内の未普
及地域解消に努める。

　茂呂地区を流下する極瀬川は、現況
の流下能力が不足しており、集中豪雨
時には浸水被害が生じている。
　その軽減を図る事を目的に河川に隣
接した遊水池を整備する。

　道路・公園等の公共施設の整備と居
住系市街地の造成を実施し、新鹿沼
駅西口周辺機能の充実と宅地の利用
増進を図る。

  区  分 （  環境課　） （ 下水道施設課　） （　土木課　） （  新鹿沼駅西土地区画整理事務所　）

事 業 費 75,353 460,000 20,000 401,730

243,100 18,000 63,800

66,000

21,178 0

14,205

49,690 18,257 2,000 257,725

200,000

20,000

事業内容

4,485 4,893

財
源
内
訳

193,750



≪主な継続事業≫ （単位：千円）

国

県

市 債

そ の 他

一 般 財 源

東小学校給排水設備外改修工事設計 6,500 外国語指導助手報酬 32,400
さつきが丘小排水設備外改修工事設計 6,500
板荷小学校屋体屋根改修設計 3,000
東小学校外装改修工事(第3期） 104,725
北中学校給排水管更新工事 90,116
消防設備改修工事 3,000

事業内容

47,752 32,400

152,700

事 業 費 213,841 32,400

財
源
内
訳

13,389

  区  分 （ 教育総務課 ） （ 学校教育課 ）

目 的 効 果 等

　老朽化した施設の改修を行い、児童
生徒の安全かつ良好な教育環境を確
保するほか、既存施設の長寿命化を
図る。

　平成２４年１２月、文科省より「グロー
バル化に対応した英語教育改革実施
計画」が示され、英語教育の必要性が
さらに高まる。
　平成３２年度新学習指導要領全面実
施の際には、小学校３、４年生に外国
語活動の導入、５、６年生外国語活動
が教科化されるため、段階的にＡＬＴを
増員し、英語教育のさらなる推進を図
る。

平成２８年度  主要事業一覧表

事業名
9．学校施設の整備 10．英語教育の推進


